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継続研究報告 

北海道の集落における地域防災力評価手法に関す
る研究 
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 平成16年新潟県中越地震における中山間地域での

集落において地すべりや斜面地崩壊による孤立の発

生や要援護者等への対応支障など災害対策の課題が

明らかになりました。また、内閣府調査（H17）によ

ると北海道の集落においても災害時に孤立発生の可

能性があるとされています。 

 この研究では、大規模災害発生時、孤立が想定され

る道内の集落を対象として、地域防災計画作成時に考

慮すべき指標を整理し、積雪寒冷など北海道の地域特

性を考慮した地域防災力評価手法の開発を行うこと

を目的としています。 
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図１ 漁業集落数 図２ 中山間地の農業集落数
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d) 津波危険度(危険区間) ※

標高 7ｍ以下地域

(既往最大津波高)

c) 急傾斜地危険度(危険区間) 

b) 地震危険度(道路途絶箇所数) 
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 内閣府による集落の孤立に関する調査から、道内集

落の傾向について整理しました(図１、２)。北海道は

全国に比べて、津波災害が道路途絶の原因と考えられ

る集落の割合が高くなっています。 

 孤立集落の多い檜山支庁管内を対象として、漁業集

落の孤立の原因となる津波や地震、急傾斜地災害など

の危険度を算定し、孤立危険度の評価方法を検討しま

した(図３)。また集落属性、地勢などから集落形態別

の分類を行いました。地域防災計画作成時に考慮すべ

き指標を整理するため、既往調査結果や現地ヒアリン

グから、役場からの距離など地理的状況、備蓄や避難

施設などの整備状況、避難計画・情報手段・自主防災

組織などの整備状況などを整理しました。 
 今年度は集落を分類・整理し、主に漁業集落の地

年度は、農業集落について整理するとともに、集落

結果に基づく対策項目の検討・提案を行う予定です
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